
令和３年６月２８日の千葉県八街市の痛ましい交通事故から２年が経過すること

を踏まえ、改めて通学路における交通安全の確保の徹底について、関連情報をまと

めて通知するものです。 

 

５文科教第６０４号 

令和５年６月２８日 

                                      

各都道府県教育委員会教育長  

各指定都市教育委員会教育長  

各 都 道 府 県 知 事 

各 指 定 都 市 市 長  殿 

附属学校を置く各国公立大学長  

構造改革特別区域法第 12条第１項の  

認定を受けた各地方公共団体の長 

 

 

 

文部科学省総合教育政策局長 

藤 江  陽 子 

（公印省略） 

 

 

通学路における交通安全の確保の徹底について（周知） 

 

 

令和３年６月２８日に千葉県八街市において下校中の児童の列にトラックが衝突し、

５名が死傷する痛ましい事故が発生してから、本日で２年が経過します。 

標記の件についてはこれまでも格段の御尽力を頂いているところですが、この事故を

改めて振り返るとともに、事故からの教訓を踏まえ、重要な観点を以下のように示しま

すので、引き続き通学路の交通安全の確保への取組にお役立てください。 

 

 

記 

 
 

１．通学路の合同点検結果を踏まえた対策必要箇所への措置について 

 令和３年６月の千葉県八街市の事故を受けて実施された合同点検結果を踏まえ、通学

路の安全対策を進めていただいているところです。また、本年４月５日に開催された第

４回交通安全対策に関する関係閣僚会議において、その進捗状況が報告され、内閣総理

大臣からは「暫定的な安全対策の実施を含め、目標期間の令和５年度末までに、通学路



合同点検対象の全国 76,404 箇所すべてにおいて安全対策を講じることを目指して、取

り組むこと」との発言があったところです。令和４年 12月末時点の実施状況によると、

全体で 76,404 箇所の対策必要箇所のうち、61,637 箇所（約 80.7％）について対策が

講じられました。なお、教育委員会・学校の対策必要箇所については、40,568 箇所のう

ち、39,589 箇所（約 97.6％）について対策が講じられました（別添１）。今後実施す

る予定の対策については、今年度末までにおおむね完了できるよう引き続き可能な箇所

から速やかに実施していただくようお願いします。 

通学路をめぐる環境は、各地域の事情に応じて変化していくことが考えられますので、

その安全確保の在り方についても今後、不断に見直していくことが重要です。また、各

地域における関係機関の連携による継続的な取組が重要です。今後、対策未了箇所への

安全対策においても最善の対応が取れるよう、警察、道路管理者との更なる連携・協力

をお願いします（別添２：暫定的な安全対策の検討等に係る関係省庁の連携、配慮につ

いて（依頼））。 

なお、道路管理者が担当する対策必要箇所のうち、安全対策の完了までに時間を要す

る箇所について、国土交通省から道路管理者に対して、暫定的な安全対策の内容及び対

策必要箇所の進捗状況の公表事例が共有された旨、参考としてお知らせします（別添３：

通学路における暫定的な安全対策（即効性の高い対策）事例及び対策必要箇所の進捗状

況の公表事例について（共有））。今後、対策未了箇所については、道路管理者や警察

等の関係機関と連携・協力し、暫定的な安全対策を含めた対策の検討を行うようお願い

します。 

 

 

２．各地域における関係機関等との連携による継続的な通学路の安全確保について 

通学路の交通安全の確保については、「通学路の交通安全の確保に向けた着実かつ効

果的な取組の推進について」（平成 25年 12 月 6日 25ス学健第 21号）に基づき、各市

区町村単位での通学路の交通安全の確保に向けた推進体制（以下、「推進体制」という。）

の構築をはじめ、各地域における関係機関の連携による継続的な取組が推進されるよう、

お願いしているところです。 

従来から、推進体制の構成は、通学路における安全対策の関係機関となる、教育委員

会、学校、PTA、警察、道路管理者を含めることを基本とし、必要に応じて自治体代表者

や学識経験者等を加えることとしてお示ししているところです。さらに、登下校の見守

りをはじめとする児童生徒等を取り巻く学校安全上の課題に対して、学校と教職員がそ

の全てを担うことは困難です。特に、平素からの学校と家庭・地域との連携・協働の推

進が不可欠です。このため、例えば、地域学校安全委員会や学校警察連絡協議会等の設

置・活用や、コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）や地域学校協働活動など

の学校と地域の連携・協働の仕組みを活用することにより、地域の関係者との情報共有

や意見交換の日常的な実施や、地域ぐるみによる交通安全の取組の推進をお願いします。 

これらについて、文部科学省では毎年度、学校を核とした地域力強化プランにおいて、

「地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業」（令和５年度予算額 3億 3,800万円）を実

施し、スクールガード・リーダーの育成やその活動の支援、スクールガード養成講習会



の開催に係る経費の補助を、また、「地域と学校の連携・協働体制構築事業」（令和５

年度予算額約 70億 6,600万円）を実施し、コミュニティ・スクールと地域学校協働活動

を一体的に推進する自治体の取組に係る経費の補助を行っているところです（補助率：

国 1/3、都道府県 1/3、市町村 1/3、（都道府県等が直接実施する場合、都道府県等 2/3））。

今後もこれらの事業を御活用いただき、通学路の安全確保の推進をお願いします。 

このほか、通学路における交通安全の確保に向けて地域住民等の協力を得るためにも、

推進体制の構成及び基本的方針（通学路交通安全プログラム）の内容、合同点検によっ

て抽出した対策必要箇所（対策箇所図及び対策一覧表）等について、適切に情報発信す

ることが極めて重要であることから、これらの情報をホームページ等により公表するよ

う改めてお願いします。 

 

 

３．地域の実情に合わせた児童生徒の通学手段の検討 

 現在、我が国では人口減少が進む中、各地で地域生活圏の在り方が変化しており、児

童生徒の通学をめぐる事情も年々変わってきているところです。こうした状況を踏まえ、

通学路の設定だけでなく通学手段の在り方も含め、各地域の実情に合わせて通学時にお

ける児童生徒の安全について定期的に検討いただくことが重要です。 

特に近年、人口減少・過疎化により各地で学校の統廃合が進んでおり、令和３年度現

在（速報値）、全国の公立小学校のうち 17.0％、中学校のうち 16.8％において児童生徒

の通学のためにスクールバスが導入されています。この導入率は毎年度少しずつ上昇し

ており、学校の統廃合に伴う導入に加え、通学路の安全確保の手段の一つとしてスクー

ルバスを導入する事例も見られるところです。 

なお、学校の統廃合により遠距離通学となった児童生徒の通学条件の緩和を図るため、

スクールバスの購入等の経費について補助を行っています。また、市町村が運行するス

クールバスの維持運営費については、地方財政措置が講じられています。 

 この他、スクールバスの活用事例を以下のとおり掲載していますので導入検討に当た

ってはご参照ください。 

 

（参考）「国内におけるスクールバス活用状況等調査報告」 文部科学省 

https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfil

e/2019/01/08/1289314_03.pdf 

 

 

以上のことについて、各都道府県・指定都市教育委員会及び各都道府県知事・指定都

市市長におかれては域内の市区町村教育委員会、所管又は所轄の学校及び学校法人等に

対し、附属学校を置く国公立大学法人におかれては管下の学校に対し、構造改革特別区

域法第 12 条第１項の認定を受けた地方公共団体におかれては所轄の学校に対し、周知

方よろしくお取り計らい願います。 

 

 

https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2019/01/08/1289314_03.pdf
https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2019/01/08/1289314_03.pdf
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安全教育推進室 交通安全・防犯教育係 

TEL 03-5253-4111(内線 2254) 



       令 和 ５ 年 ４ 月 ５ 日 

文 部 科 学 省 

国 土 交 通 省 

警 察 庁 

通学路における交通安全の確保に向けた取組状況について 

令和３年６月に千葉県八街市で、下校中の小学生の列にトラックが衝突し、５名

が死傷する交通事故が発生したことを受け、文部科学省、国土交通省及び警察

庁が連携して、全国の市町村立小学校の通学路について、教育委員会・学校、

PTA、道路管理者、警察等による合同点検を実施し、関係機関が対策を進めて

いるところですが、令和４年１２月末時点の取組状況を以下のとおり取りまとめまし

た。 

 

○通学路における交通安全の確保に向けた取組状況（令和４年 12月末時点）※1 
 

 
箇所数  

  

うち対策済 

  対策必要箇所（全体数）※2,3   76,404 61,637 

※4 

教育委員会・学校による対策箇所 40,568 39,589 

道路管理者による対策箇所 39,219 26,337 

警察による対策箇所 16,996 16,103 
 

※１ 都道府県別の対策必要箇所数、対策済箇所は、別表のとおりである。 

※２ １箇所につき複数の機関が対策を実施する場合等があるため、各実施機関による対策箇所数の合計

は対策必要箇所（全体数）と一致しない。 

※３ 対策必要箇所（全体数）、対策済には、教育委員会・学校、道路管理者、警察以外の実施機関が対

策を実施する箇所数（1,673 箇所、うち対策済 1,100箇所）を含む。 

※４ 主な対策の例として、教育委員会・学校が実施する対策として安全教育の徹底やボランティア等に

よる見守り活動、通学路の変更等、道路管理者が実施する対策として歩道の設置・拡充や防護柵等の

整備、警察が実施する対策として信号機の設置や速度規制の実施等がある。 

別添１ 



事 務 連 絡 

令 和 ５ 年 ５ 月 ２ ５ 日 

 

警 察 庁 交 通 局 交 通 規 制 課 長  

国土交通省道路局環境安全・防災課長 殿 

文部科学省総合政策教育局男女共同参画共生社会学習・安全課長 

 

こども家庭庁成育局安全対策課長 

 

   暫定的な安全対策の検討等に係る関係省庁の連携、配慮について（依頼） 

 

千葉県八街市の事故を受けて令和３年８月４日に決定された「通学路等における交

通安全の確保及び飲酒運転の根絶に係る緊急対策」のうち、通学路合同点検部分の進

捗状況については、本年４月５日に開催された第４回交通安全対策に関する関係閣僚

会議において報告されたところ、同会議において、内閣総理大臣から、 

〇 「令和５年度末までに概ね完了する」という当初の目標については、達成する 

見込みが立ちつつある 

〇 残された箇所については、用地買収等に時間がかかるとの報告も受けたが、こ 

のような箇所についても、「こどもまんなか社会」を実現する上で、すべてのこ 

どもたちの通学路の安全を確保することが重要 

 〇 残る通学路の安全対策の取組を加速するとともに、暫定的な安全対策の実施を 

含め、目標期間の令和 5 年度末までに、通学路合同点検対象の全国 7 万 6,404 か 

所すべてにおいて安全対策を講じることを目指して、取り組むこと 

との発言があったところです。 

 今後、対策未了となっている対策必要箇所において、暫定的な安全対策の実施の可

否及びその安全対策の内容について精査されることとなりますが、その際、教育委員

別添２ 



会・学校、警察、道路管理者が連携して最善の対応がとれるよう、各省庁ご配慮をお

願いいたします。 

 

                【本件担当者】 

                  こども家庭庁成育局安全対策課 

                  (内閣府政策統括官（政策調整担当）付) 

                  宮脇、志村 

                  〒100-8914 東京都千代田区永田町 1-6-1 

TEL： 03-6257-1448（直通） 

                      kenichi.miyawaki.x3z@cao.go.jp 

                      daisuke.shimura.v6w@cao.go.jp 

 



事 務 連 絡

令和５年６月２８日

北海道開発局建設部 地方事業管理官

道路維持課長補佐

各地方整備局道路部 地域道路課長 殿

交通対策課長

沖縄総合事務局開発建設部 道路建設課長

道路管理課長

道路局 国道・技術課 課長補佐

環境安全・防災課

道路交通安全対策室 企画専門官

通学路における暫定的な安全対策（即効性の高い対策）事例及び

対策必要箇所の進捗状況の公表事例について（共有）

通学路の交通安全対策については、「通学路における交通安全の確保の徹底について」

（令和５年４月５日付、事務連絡）等により、更なる交通安全の確保に向けた取組を

積極的に推進するようお願いしているところである。

今般、それら取組の参考となるよう、暫定的な安全対策（即効性の高い対策）の事例

を別紙１のとおり、対策必要箇所の進捗状況等の公表事例を別紙２のとおり取りまとめ

たので、情報共有する。

特に令和３年６月に千葉県八街市で発生した交通事故を受けた通学路の安全対策に

ついては、残る対策必要箇所における安全対策を加速するとともに、別紙１、別紙２も

参考に、暫定的な安全対策（即効性の高い対策）の実施や対策必要箇所の進捗状況等の

公表に積極的に取り組まれたい。

なお、貴管内の都道府県・政令市に対し、本事務連絡の内容を周知するとともに、

都道府県から管内の市町村（政令市除く）に対し、本事務連絡の内容を周知するよう

お願いされたい。

以上

y-yoshikawa
テキストボックス
別添３

y-yoshikawa
ノート注釈
y-yoshikawa : Accepted

y-yoshikawa
ノート注釈
y-yoshikawa : None



別紙１暫定的な安全対策（即効性の高い対策）

○ 「本対策」（合同点検の結果、必要な対策として地域等と合意した対策）及び「暫定的な安全対策」を、

可能な限り早急に実施する。

○ 道路管理者による暫定的な安全対策の検討、実施にあたっては、

関係機関（教育委員会及び学校、警察等）と連携のうえ、

関係機関が実施するソフト対策も適切に活用しながら、可能なものから速やかに実施すること。

○ 暫定的な安全対策も含め、点検により確認された危険に対し効果的に安全性を高めるものを

地域で合意のうえ決定し、実施すること。

※ 実施可能な対策は、令和５年度末に拘らず、速やかに実施すること。

暫定的な安全対策として考えられるメニュー（例）

【ハード対策】
路側帯のカラー舗装化
外側線の引き直し
車道分離標（ラバーポール）の設置
注意喚起看板の設置
路面表示の設置
道路施設（歩道橋、防護柵、舗装等）の修繕
防護柵の設置
路肩（路側帯）の設置・拡幅 等

【ソフト対策】
交通安全教育
見守り活動
通学路の変更
注意喚起
巡回・パトロール
スクールバスの運行
時間通行規制

等

点検により確認された危険や、本対策の内容に応じて適切なものを実施すること



別紙１例１：路側帯のカラー舗装化

○ 路側帯のカラー舗装化により、歩行空間の明確化。

＜整備前＞ ＜整備後＞

電柱等によって、カラー舗装の幅を確保できない場合、
歩行空間を確保するために、地域の合意を前提に、
車道幅員を狭めるという方法も可能。

ポイント

＜参考＞



別紙１例２：外側線の引き直し

○ 外側線の引き直しにより、歩行空間の明確化。

本対策実施時に手戻りがないように留意して、
外側線の引き直しを実施する。

ポイント

＜整備前＞ ＜整備後＞



別紙１例３：車道分離標（ラバーポール）の設置

○ ラバーポールの設置により、自動車の歩行空間への進入を防ぐ。

＜整備後＞

＜例＞

＜参考＞

車線分離標に「歩行者注意」等の文字を入れて、
ドライバーへ注意喚起をすることも可能。

ポイント

＜整備後＞



別紙１例４：注意喚起看板の設置

＜整備後＞

○ 注意喚起看板により、自動車運転者等に対して、注意喚起を実施。
○ 自動車運転者の視認性等に留意して、最も効果的な箇所・内容で設置することが重要。

右の事例では、運転者の目に付く黄色をベースに作成し、地域性を考慮
して、英語表記も並記。

ポイント

＜整備後＞



別紙１例５：路面表示の設置

＜整備後＞

＜整備後＞＜整備後＞

＜整備後＞

路面表示（通学路児童注意）

イメージハンプ

3D路面表示（ちゅうい！横断歩道）

路面表示（通学路減速）

○ 路面表示により、自動車運転者等に対して、注意喚起等を実施。
○ 自動車運転者の視認性等に留意して、最も効果的な箇所・内容で設置することが重要。
○ 現場条件にあわせて、様々な路面表示が可能。

自動車運転者だけではなく、児童・
生徒に対する注意喚起も可能。

ポイント

＜整備後＞

路面表示（児童への注意喚起）



別紙１例６：時間通行規制

時間通行規制の効果をより高めるために、
バリケードを設置することも可能。

ポイント

○ 時間通行規制を行うことで、通学路への車両の進入を防止。

＜対策後＞ ＜参考＞



別紙１例７：交通安全教育

○ 児童・生徒を対象に交通安全教育を実施。

○ 交通安全教育を実施することで、通学時に児童・生徒自らが安全な状況を判断して行動
することを促すことが可能。

＜例＞

交通安全教育では、具体的な危険箇所も含めて伝えることが重要。
（例）
・ ●●の箇所は、◇◇の観点で危険であるため、＊＊に気を付けて歩くこと
・ ●●の箇所の歩道では、車道側から離れた方を1列で下校すること
・ ●●の交差点では、車両の交通量が多く、見通しが悪いので、注意すること 等

ポイント

＜例＞



別紙１例８：見守り活動

○ 学校やPTA、ボランティア等によって、通学時の児童・生徒の見守り活動を実施。

見守り活動を実施することで、登下校時の児童・生徒を交通事故や犯罪から防ぐ。

ポイント

＜例＞



別紙１例９：通学路の変更

○ 本対策が完了するまでの間、暫定的に通学路の変更を実施。

・対策必要箇所の全区間にわたって通学路を変更する必要はなく、
本対策が未完了の区間のみ暫定的に通学路を変更すれば問題ない。

・通学路の変更後において、見守り活動等の別のソフト対策との組み合わせにより、
通学路の安全性の向上を図ることが可能。

ポイント

住宅街
小学校

通学路

（歩道整備済み）

本対策未完了

暫定通学路

通学路変更前

＜イメージ＞

見守り活動
の実施

見守り活動
の実施

本対策済み

対策必要箇所（本対策：歩道整備）



別紙２対策必要箇所の進捗状況等の公表事例

○ 対策必要箇所の進捗状況等については、児童・保護者や地域住民、関係機関の認識を高め、

広く協力を得られること等が期待できることから、可能な限り幅広く公表することが望ましい。

○ 対策必要箇所の進捗状況の公表・情報発信は、

・市区町村等のWebページや広報誌への掲載など、地域の実情に応じた方法で行うこと

例内容

〇〇小学校学校名

一般県道〇〇線
〇〇地先、〇〇交差点

地図
道路種別・路線名・箇所名

車の速度が上がりやすい通学路の状況・危険の内容

歩道の設置・拡幅対策内容

道路管理者（〇〇市）対策実施機関（事業主体）

令和４年度 〇〇地域の測量・設計を実施取組状況

令和〇年度完了
令和５年○月完了予定

対策進捗状況

公表資料への掲載が望ましい項目（例）

※ 防犯の観点等で、広くWebページ等での公表が難しい場合でも、

対象者を限定した方法（例：回覧板、学校でのPTA会議等）での周知も含めて検討すること。

・既に公表されている情報を定期的に更新する等、適時適切に公表・情報発信を行うこと

が望ましい。



別紙２例１：対策必要箇所を一覧表で公表

https://www.city.akishima.lg.jp/s113/020/010/060/030/20211018085706.html 東京都昭島市

○ 対策必要箇所について、一覧表で公表。

学校名、危険箇所、危険の内容、安全対策の内容、対策状況等を簡潔に記載。

ポイント



別紙２例２：即効性の高い対策の進捗状況を公表

https://www.city.kobayashi.lg.jp/soshikikarasagasu/kyoikubugakkokyoikuka/ikuji_shochugakusei/1/2298.html 宮崎県⼩林市

即効性の高い対策（暫定対策）の対策内容と進捗状況を公表することで、
本対策（恒久対策）実施までの対策実施状況が把握可能。

○ 対策必要箇所について、一覧表で公表。

ポイント



別紙２例３：毎年度の対策状況を公表

https://www.city.himeji.lg.jp/bousai/0000005611.html 兵庫県姫路市

最新年度の対策実施状況だけでなく、過年度の対策実施状況を含めて公表することで、
対策の進捗状況・検討状況について、経年的に確認することが可能。

○ 対策必要箇所について、一覧表で公表。

ポイント



別紙２例４：即効性の高い対策の進捗状況を公表

https://www.city.suzaka.nagano.jp/contents/item.php?id=5907d7e6d9bc5 ⻑野県須坂市

○ 対策必要箇所について、一覧表と地図で公表。

当該年度（２０２２年度）の取組内容について、具体的に記載することで、
より詳細な取組内容や進捗状況、予定等を知ることが可能。

ポイント



別紙２例５：PDCAサイクルの流れを表示し、対策後の評価を公表

https://webtown.nagayo.jp/kiji003409/index.html ⻑崎県⻑与町

○ 対策必要箇所について、一覧表と地図で公表。

・対策必要箇所の対策時期を、「短期」、「中期」、「長期」の3段階で整理。
・PDCAサイクルの取組状況を表示し、対策後の評価を5段階で公表することで、
対策内容の効果や改善の必要性等が理解しやすい。

ポイント



別紙２例６：学校毎の対策必要箇所を地図と一覧表で公表

https://www.city.komatsu.lg.jp/soshiki/kyouikushomu/oshirase/1039.html 石川県小松市

・対策必要箇所の進捗状況を、
対策済み、対策中、指導等実施中
の3段階にて整理し、色を使い分け
て表示。

・危険箇所の番号を一覧表と地図で
リンクさせ、対応関係をわかりやす
く表示。

○ 対策必要箇所について、一覧表と地図（写真付き）で公表。

地図（写真付き）を用いて公表することで、危険箇所の状況や対策内容がわかりやすい。

ポイント

ポイント



別紙２

【地図】

例７：GISを用いて対策箇所と進捗状況を公表

https://www.city.saga.lg.jp/main/1760.html
（通学路対策の情報は、「ぐるっとさがナビ」の「教育・文化マップ」の「通学路安全点検」ページに掲載） 佐賀県佐賀市

○対策必要箇所の一覧表や位置情報、対策状況を、GIS（地理情報システム）を用いて公表。

【一覧表】

【詳細】

地図、一覧表がGIS上で紐付いており、
対策状況や進捗も含めて、直感的に
情報がわかる。

ポイント



別紙２例８：SNSを活用して整備前後の写真を公表

https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/release/slo5pa000000jyc0-att/slo5pa000000npqd.pdf

番号 路線 自治体 小学校 対策内容 開発建設部

1 国道5号 蘭越町 蘭越小学校 路面標示、警戒標識の設置 小樽

2 国道5号 蘭越町 蘭越小学校 歩道拡幅 小樽

3 国道5号 共和町 東陽小学校 防護柵の設置 小樽

4 国道12号 江別市 江別第一小学校 防護柵の設置 札幌

5 国道12号 江別市 江別第一小学校 防護柵の設置 札幌

6 国道12号 滝川市 江部乙小学校 横断歩道橋の補修 札幌

7 国道36号 千歳市 千歳小学校 防護柵の設置 札幌

8 国道36号 苫小牧市 拓進小学校 防護柵の設置 室蘭

9 国道36号 登別市 富岸小学校 防護柵の設置 室蘭

10 国道37号 豊浦町 大岸小学校 防護柵の設置 室蘭

11 国道38号 新得町 新得小学校 草刈り 帯広

12 国道38号 新得町 新得小学校 路面標示、警戒標識の設置 帯広

13 国道40号 和寒町 和寒小学校 歩道設置 旭川

14 国道40号 士別市 士別南小学校 警戒標識の設置 旭川

15 国道229号 共和町 北辰小学校 草刈り 小樽

16 国道229号 泊村 泊小学校 警戒標識の設置 小樽

17 国道229号 泊村 泊小学校 縁石、歩道舗装補修 小樽

18 国道229号 泊村 泊小学校 警戒標識の設置 小樽

19 国道229号 泊村 泊小学校 警戒標識の設置 小樽

20 国道229号 泊村 泊小学校 警戒標識の設置 小樽

21 国道229号 泊村 泊小学校 警戒標識の設置 小樽

22 国道230号 喜茂別町 喜茂別小学校 防護柵の設置 小樽

23 国道231号 留萌市 東光小学校 横断歩道橋の補修 留萌

24 国道234号 安平町 安平小学校 歩道設置 室蘭

25 国道235号 浦河町 荻伏小学校 電柱の移設 室蘭

26 国道236号 帯広市 愛国小学校 路面標示の設置 帯広

27 国道236号 浦河町 浦河東部小学校 路肩拡幅 室蘭

28 国道236号 更別村 更別小学校 路面標示の設置 帯広

29 国道237号 旭川市 西神楽小学校 防護柵の設置 旭川

30 国道237号 中富良野町 中富良野小学校 歩道設置 旭川

31 国道237号 南富良野町 南富良野西小学校 縁石の嵩上げ 旭川

32 国道237号 占冠村 占冠中央小学校 警戒標識の設置 旭川

33 国道237号 平取町 振内小学校 歩道設置 室蘭

34 国道238号 稚内市 宗谷小学校 路面標示の塗り直し 稚内

35 国道238号 稚内市 大岬小学校 路肩拡幅 稚内

36 国道238号 枝幸町 岡島小学校 歩道設置 稚内

37 国道238号 枝幸町 岡島小学校 注意喚起標識の設置 稚内

38 国道238号 枝幸町 風烈布小学校 路肩拡幅 稚内

39 国道239号 名寄市 中名寄小学校 警戒標識の設置 旭川

40 国道239号 名寄市 中名寄小学校 警戒標識の設置 旭川

41 国道239号 名寄市 中名寄小学校 警戒標識の設置 旭川

42 国道239号 名寄市 名寄東小学校 警戒標識の設置 旭川

43 国道239号 士別市 温根別小学校 警戒標識の設置 旭川

44 国道239号 士別市 温根別小学校 警戒標識の設置 旭川

45 国道240号 釧路市 阿寒小学校 横断防止柵、路面標示の設置 釧路

46 国道241号 音更町 柳町小学校 防護柵の設置 帯広

47 国道243号 弟子屈町 和琴小学校 警戒標識の移設 釧路

48 国道243号 別海町 西春別小学校 警戒標識の交換 釧路

49 国道274号 鹿追町 笹川小学校 路面標示、警戒標識の設置 帯広

50 国道275号 浦臼町 浦臼小学校 通学路の重点的な除雪 札幌

51 国道275号 幌加内町 幌加内小学校 警戒標識の設置 旭川

52 国道275号 中頓別町 中頓別小学校 注意喚起標識の設置 稚内

53 国道276号 共和町 東陽小学校 防護柵の設置 小樽

54 国道333号 遠軽町 丸瀬布小学校 通学路の重点的な除雪 網走

55 国道333号 遠軽町 丸瀬布小学校 植栽の剪定 網走

56 国道336号 浦河町 浦河東部小学校 歩道設置 室蘭

57 国道391号 弟子屈町 美留和小学校 警戒標識の移設 釧路

対策完了箇所

国⼟交通省 北海道開発局

○ 対策必要箇所について、一覧表で公表。

SNSも活用して公表することで、安全対策の実施状況等を適時効果的にお知らせ可能。

ポイント
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